
日本企業の生成AI活用における現状と「AI変革」

への具体的施策

〜「コスト削減」から「資産創出」への構造転換と知財戦略の再定義〜

著者: Manus AI

日付: 2026年6月13日

1. はじめに
生成AIの登場から数年が経過し、2026年現在、AIは単なる業務効率化ツールから、事業モデル

や顧客接点を自律的に担う「AIエージェント」へと進化を遂げています。PwC Japanグループ

が2026年春に実施した「生成AIに関する実態調査2026 春 6カ国比較」によると、日本企業の生

成AI活用・推進度は87%に達し、欧米諸国と遜色ない水準に到達しました 1 。

しかし、その一方で「期待を大きく上回る効果」を創出している日本企業はわずか9%にとどま

り、さらにその成果を従業員や顧客へ「財務的還元」できている割合は40%と、調査対象6カ国

中で最下位という厳しい現実が浮き彫りになっています 1 。

また、AIが事業の中核を担うようになるにつれ、知的財産（IP）の重要性もかつてなく高まっ

ています。日本政府が掲げる「知的財産推進計画2025」や2026年の法整備動向が示すように、

AIが生み出す無形資産の保護と、それを活用した「IPトランスフォーメーション（IPX）」が企業

の生存戦略に直結しています 4  5 。

本レポートでは、日本企業が直面している「ROI蒸発」の構造的課題を明らかにするとともに、

IP部門・知財戦略の観点を組み込み、日本企業が持続的な競争優位性を獲得するために今後取

るべき具体的な施策を提案します。

2. 日本企業における生成AI活用の現状と課題

2.1. 導入は進むが「効果創出」と「成果還元」に壁

日本企業の生成AI活用状況は、他国と比較しても決して遅れていません。しかし、その「質」

において大きな課題を抱えています。

項目 日本 米国 英国 中国 ドイツ 韓国

活用中・推

進中の割合
87% 90% 89% 91% 89% 93%

効果が期待

を大きく上

回る割合

9% 38% 32% - - -



(出典: PwC「生成AIに関する実態調査2026 春 6カ国比較」より抜粋・作成 1 )

日本企業は「導入（活用）」の壁は越えたものの、「効果創出」と「成果還元」の壁に直面して

います。

2.2. ROIが「蒸発」する構造的要因

アビームコンサルティングの分析によると、その根本原因は日本特有の「解雇なき雇用慣行」

と、P/L（損益計算書）偏重の経営管理にあります 2 。

生成AIによって業務時間が削減されても、それが即座に人件費の削減（利益）には直結しませ

ん。削減された時間は「見えない余裕」として滞留し、パーキンソンの法則によって新たな雑

務や会議に吸収され、最終的に雲散霧消してしまいます 2 。つまり、日本企業はAIを「そこそ

この自動化（So-so Automation）」に留めており、ビジネスモデルやコスト構造そのものを変

革できていないことが、他国との大きな差を生んでいます。

2.3. 知財リスクと「攻め」の知財戦略の欠如

生成AIの普及は、企業に新たな知財リスクをもたらしています。AI学習データへの著作物や営業

秘密の混入リスク、出力結果による他者権利の侵害リスクなどが顕在化しています 5 。

しかし、日本企業の多くは、これらのリスクを恐れるあまり「守り」に徹しており、AIを活用

した「攻め」の知財戦略（オープン・クローズ戦略の再構築、IPランドスケープによる新規事

業開拓など）に踏み出せていません。欧州統一特許裁判所（UPC）の管轄権拡大などグローバ

ルな知財環境が激変する中、知財を「コスト」ではなく「収益源」と捉える転換が遅れていま

す 5 。

3. 日本企業が今後取るべき具体的施策（AI変革×知財戦略シナ
リオ）

「AIの導入」から「AIによる価値創出」へとフェーズが移行した現在、日本企業は単なるツール

導入（IT施策）から、経営基盤と知財戦略そのものを書き換える「AIトランスフォーメーショ

ン」へ舵を切る必要があります。以下に、日本企業が取るべき5つの具体的施策を提案します。

効果を財務

的還元に繋

げている割

合

40% 75% 74% - - -

効果をまだ

評価できて

いない割合

13% 0% - - - -



施策1: AI Readinessの強化と「B/S動的再構築」

生成AIは、データや業務プロセスが未整備な状態では効果を発揮しません。効果創出の前提と

なる「AI Readiness」を強化する必要があります 1 。削減したリソースをP/L上の「費用削減」

として終わらせるのではなく、将来のキャッシュフローを生む「資産（CapEx）」へと転換する

「バランスシート（B/S）の動的再構築」が不可欠です 2 。

• 暗黙知の構造的資産化: 熟練社員のノウハウをAIモデルとして抽出し、企業の所有物（スト

ック）として固定化する。現場作業員が自らAIを活用して改善を行う仕組み（AIの民主化）

を構築する 2 。

• データインフラへの投資: 現実空間の試行錯誤を仮想空間に置き換える「生産設備としての

データインフラ」に投資し、限界費用を低減させる 2 。

施策2: 知財部門のDXと「IPランドスケープ」の経営実装

知財部門自体も生成AIを活用して業務を高度化し、経営の意思決定を支える戦略的パートナー

へ進化する必要があります。

• 知財業務のAI化: 特許先行技術調査、商標クリアランス調査、契約書レビューなどに生成AI

を導入し、定型業務を劇的に効率化する 4 。

• IPランドスケープの高度化: 単なるパテントマップ作成から脱却し、AIを用いて市場トレン

ドや非知財情報（市場動向、競合分析など）を掛け合わせた分析を行い、C-Suite（経営層）

の事業投資やM&Aの意思決定に直接寄与する「戦略知財AIモデル」を構築する 4  5 。

施策3: 「効率化配当」と「ゲイン・シェアリング」の導入

現場の自律性に任せるだけでは、削減された時間は新たな雑務に吸収されてしまいます。これ

を防ぐために、財務的なガバナンスメカニズムを導入します 2 。

• 効率化配当（Efficiency Dividend）: AI導入部門に対し、削減見込み工数の一定割合（例：

20%）を期初の段階で本社が強制的に回収し、全社の戦略投資に回す仕組みを導入する 2

。

• ゲイン・シェアリング: 本社が回収するだけでなく、残りの割合を部門が自由に使える「未

来投資枠（R&Dや新規事業予算）」として留保させる。これにより、現場の防衛本能（やっ

たもの負け）を防ぐ 2 。

施策4: 生成AI時代に対応した「攻防一体の知財ガバナンス」構築

AIの活用を推進しつつ、自社の無形資産を守り抜くための新たなガバナンス体制が求められま

す。

• 守りのガバナンス（リスク管理）: 従業員が生成AIを利用する際のガイドラインを策定し、

入力データへの機密情報混入や、出力物による著作権侵害を防ぐ。また、自社のコンテン



ツが勝手にAIの学習データとして使われないよう、技術的な防衛策（Anti-Learning Noise

など）を講じる 5 。

• 攻めのガバナンス（収益化）: AIによって創出された発明やデータについて、「AIは発明者に

なれない」という各国の法解釈を前提としつつ、人間の寄与を適切に明細書に落とし込み権

利化する。自社で活用しない特許は、ライセンス市場を通じて積極的に外部へ供与（ライ

センスアウト）し、新たな収益源（ロイヤリティ）を確保する「IPトランスフォーメーショ

ン（IPX）」を推進する 5 。

施策5: 「成果還元」と「無形資産の可視化」による変革サイクルの駆動

創出した効果を企業内にとどめるのではなく、人（従業員・顧客・投資家）の価値実感に変換

することが、次の変革への推進力となります。

• 従業員・顧客への還元: AI活用によって生まれた利益を、従業員の待遇改善や顧客への価格

引き下げ、新たな顧客体験（CX）の提供に還元する 1 。

• 投資家へのナラティブ開示: コーポレートガバナンス・コードの改訂を踏まえ、知財や人的

資本への投資が将来のキャッシュフローにどう貢献するのかを、統合報告書等で具体的に

開示する。無形資産投資を可視化し、企業価値（PBR）の向上に繋げる 5 。

4. 結論
日本企業は、生成AIの「活用」という第一段階をクリアしました。しかし、それを競争優位性

に繋げるためには、「AIを使って業務を楽にする」という発想から脱却しなければなりません。

AI変革は、もはや選択肢ではなく「生存条件」です 1 。CFOとCIPO（最高知財責任者）が連携

し、AIによって生み出された余力を「費用」から「資産」へと強制的に転換すること。生成AIを

駆使して自社の知財（IP）を収益化し、その成果を従業員や投資家に還元する「変革サイクル」

を回し続けること。これこそが、労働力不足と激動するグローバル知財環境の中で、日本企業

が持続的に成長するための唯一の道筋と言えます。
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